







Duplication and Modification of a Computer Program in Conjunction with Its Study and Analysis 
in the Context of Japanese Copyright Act through Analysis of Theory and Court Cases
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Abstract
　We explore legal interpretation of duplication and modification of a computer program 
accompanying its study and analysis, that is, what is generally known as reverse engineering, 
in the context of Japanese Copyright Act. The law has no explicit provisions on the above-
described user actions on a computer program. The law defines the limits of copyright via 
provisions that explicitly specify the concrete conditions in which copyrighted works can 
be used without copyright-holder’s consent. Thus, generally speaking, uses of copyrighted 
works not explicitly permitted by the provisions require copyright-holder’s consent.
　However, many commentators and scholars argue that the duplication and modification of 
a computer program in conjunction with its study and analysis can be done legally without 
copyright-holder’s consent. By analyzing the supporting and opposing theories and the 
court cases on this issue, we agree with the conclusions of many commentators and scholars 
approving the actions described above despite their shortcoming or defects. The principle of 
the Copyright Act permits access to the ideas behind copyrighted works, it is not possible to 
access the ideas behind a computer program substantively if the duplication and modification 
of such program in the context of its study and analysis is prohibited.
　Therefore, the law should permit us to copy and modify a computer program 
accompanying its study and analysis, because the actions are required to access the ideas 
behind the program.
Key words： computer program, study and analysis, duplication and modification, copyright, 
copyrighted works, access the ideas, reverse engineering 
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contractual provisions contrary to Article ６ or to 
the exceptions provided for in article ５（２） and 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































16 ）山地克郎「リバース・エンジニアリングに関する技術面からの考察」（『AIPPI』34巻11号・1989年）18 ～ 20頁（同
18 ～ 20頁），文化庁著作権法令研究会『著作権法ハンドブック（第６版）』（社団法人著作権情報センター・2005年）
140 コンピュータプログラムの調査・解析に伴うプログラム著作物の物理的複製または変形の著作権法上の位置づけ―学説と裁判例からの考察―




































的財産をめぐる諸問題』（発明協会・平成８年）413 ～ 453頁（同438 ～ 439頁）．
33）半田正夫・松田政行『著作権法コンメンタール２』（頸草書房・2009年）146頁．
34）作花・前掲「詳解著作権法（第４版）」313 ～ 314頁．  























































































































48）Atari, 975 F. 2D at 842-843.
49）Sega Enterprises Ltd. v. Accolade Inc., 977 F. 2d 1510 （9th Cir. 1992）．
50）Sega, 977 F. 2d at 1522-1528.



















54 ）European Communities Council Directive of 14 May 1991 on the Legal Protection of Computer Programs
（91/250/EEC）0. J. No. L122/42, 17. 5. 91
　 　該当するEU指令「第６条（ディコンパイレーション）」について，下記山中伸一の翻訳を引用する（『ジュリスト』
1020号・1993年）141頁．
　 　「１．第４条（ａ）および（ｂ）の意味におけるコードの複製およびその形態の翻訳が，独立して創作された
コンピュータプログラムと他のプログラムとの相互運用性を達成するために必要な情報を得るために不可欠であ
る場合には，次に掲げる条件が満たされる場合には，そのような複製および翻案について権利者の許諾を要しない．
　　　　（ａ） 　これらの行為がライセンシーまたはプログラムの複製物を使用する権限を有する者若しくはそれら
の者のために許諾を受けた者により行なわれること
　　　　（ｂ）　（ａ）に規定されている者に，相互運用性を得るために必要な情報が予め容易に入手できなかったこと
　　　　（ｃ）　相互運用性を得るために必要な限度でこれらの行為が為されること
　　　２．第１項の規定の適用により得られた情報は，次の目的で使用してはならない．
　　　　（ａ） 　独立して創作されたコンピュータプログラムとの相互互換性を達成すること以外の目的のために使
用すること
　　　　（ｂ）　コンピュータプログラムの相互運用性を得るために必要な場合を除き，他人に与えること
　　　　（ｃ） 　表現が実質的に類似しているコンピュータプログラムの開発，製造または販売，若しくは著作権を
侵害する他の行為のために使用すること
　　　３ ．本条の規定は，文学的および美術的著作物の保護に関するベルヌ条約の規定に従い，権利者の正当な利
益を不当に害し，またはコンピュータプログラムの通常の利用を妨げるような方法での適用が許容される
ように解されてはならない．」
55 ）同旨　鄭鎮根・前掲論文，104頁．
56 ）金亮官訳「外国著作権法令集・改正韓国著作権法（2009年４月22日法律第9625号）」
　 　公益社団法人著作権情報センター＜http：//www.cric.or.jp./gaikoku/skorea/skorea_cl.html＞（最終アクセス日：
2012年11月６日）．
　 　「第101条の４（プログラムコードの逆分析）
　　　１ ．正当な権限によりプログラムを利用する者またはその者の許諾を受けた者は，互換に必要な情報を容易
に得ることができず，かつ，その獲得が必要不可欠である場合には，当該プログラムの互換に必要な部分
に限り，著作財産権者の許諾を得ないでプログラムコードを逆分析することができる．
　　　２ ．前項の規定によるプログラムコード逆分析を通じて得た情報は，次の各号のいずれかに該当する場合には，
これを利用することができない．
　　　　⑴　互換の目的以外の他の目的のために利用し又は第三者に提供する場合　
　　　　⑵ 　プログラムコード逆分析の対象となるプログラムと表現が実質的に類似したプログラムを開発し，製
作し，販売し又はその他プログラムの著作権を侵害する行為に利用する場合」
57）鄭鎮根・前掲論文106頁．
145高木　憲章・大谷　卓史
58 ）特許法は発明（技術的思想）の公開と引き換えに，その代償として権利を付与する建前を採用しており，発明
を公開することなく特許権を取得することはできない（吉藤幸朔「特許法概説（第７版）」（有斐閣・昭和61年）
２～３頁，江口裕之「改訂３版　解説特許法」（経済産業調査会・2010年）13 ～ 15頁），しかし，著作権法の場合，
著作物（プログラム）の創作と同時に著作権が発生し，表現の公表は権利発生の要件とされていない（島並・上野・
横山・前掲『著作権法入門』126頁）．
59 ）平成20年に知的財産戦略本部に設置されたデジタル・ネット時代における知的財産専門委員会は，「デジタル・ネッ
ト時代における知財制度の在り方について（報告）」を公表している．
　 　同報告書では，今後の知財制度を考える上で重要な課題と考えられる事項につき検討を行い，その内容を明ら
かにしている．
　 　その内の一つが，「権利制限の一般規定（日本版フェアユース規定）の導入」である．それによると，同報告書
は，「個別の限定列挙方式に加え，権利者の利益を不当に害しないと認められる一定の範囲内で，公正な利用を包
括的に許容し得る権利制限の一般規定（日本版フェアユース規定）を導入することが適当である」としている（同
報告書11頁）．
　 　しかし，その後，平成22年１月には文化審議会著作権分科会法制問題小委員会「権利制限の一般規定ワーキン
グチーム」が，権利制限の一般規定を導入する必要性についての報告書を出している．その中で，個別権利制限
規定の解釈についての関係判例の内容が整理，分析されている．
　 　それによると，従来から指摘されていた厳格な解釈の弊害を指摘する意見とは異なり，我が国の裁判実務にお
いては，法解釈上の工夫や民法の一般規定の活用により，事案に応じた適切な解決が図られていることが示され
ており，本節における結論の妥当性が裏付けられている（同報告書54頁）．
60 ）マージャー理論（マージ理論）とは思想の表現方法が大きく限定されており，思想と表現が混同する場合には
著作物性を認めるべきでないとする考え方である．思想と表現が混同する場合は表現の選択の幅（表現の自由度）
がない場合であり，一般に創作性を欠き，著作物性が否定される．このような著作物に著作権を与えると，表現
ではなく思想に権利を与えたのと同様になるからである．
　 　ありふれた表現の理論も同様の混同の理論であり，ありふれた文章や極めて短い文章などは誰が書いても同じ
表現になるので，これらに権利を与えると，以後の創作者の表現の選択の幅を狭めるだけでなく，表現でない事
象的な部分を保護することにつながることから，創作性なしとして著作物性が否定される（中山・前掲「著作権法」
58 ～ 60頁）．
　 　いずれも，表現以外の部分の保護を厳しく排除する著作権法の基本理念に基づくものである．
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